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百分比 百分比

％ ％

100.0 100.0

68.2 67.0

31.8 33.0

16.2 16.2

15.6 16.8

1.7 0.8

0.3 0.4

17.0 17.3

0.1 0.8

0.0 0.0

17.1 18.1

10.5 11.2

（注）潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しておりませんので、

      記載を省略しております。

 (2) 事業部門別売上高　

　 （単位：千円）

英 文 名 ( 英 文 商 号 )

代 表 者 の 役 職 氏 名

本 店 の 所 在 の 場 所

電 話 番 号

連 絡 者

令和 7年 6月 12日

第 ５４ 期　決　算　速　報

( 令和６年５月１日から令和７年４月３０日まで）

会 社 名 ( 定 款 上 の 商 号 )

至　 令和 7　年　4　月　30　日

490,457

387,318

877,775

自　 令和 5　年　5　月　 1　日

至　 令和 6　年　4　月　30　日

477,501

429,959

907,460

金　　 額

877,775

588,293

289,482

141,821

147,661

7,282

3,088

至　 令和 7　年　4　月　30　日

111,080 株

887 円37 銭

154,194

705

158,705

60,134

98,570

※ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

第 53 期 第 54 期

0

154,900

59,552

自　 令和 5　年　5　月　 1　日

至　 令和 6　年　4　月　30　日

111,080 株

858 円37 銭

自　 令和 6　年　5　月　 1　日

第 53 期

自　 令和 5　年　5　月　 1　日

至　 令和 6　年　4　月　30　日

第 54 期

自　 令和 6　年　5　月　 1　日

至　 令和 7　年　4　月　30　日

金　　 額

907,460

619,307

288,153

146,799

141,354

15,174

2,334

151,856

6,849

0

95,348

自　 令和 6　年　5　月　 1　日

期 中 平 均 株 式 数

1株当たり当期純利益

期　別　　

　　科　目

技術コンサルタ ント 部門

環 境 モ ニ タ リ ン グ 部 門

合             計

第 53 期 第 54 期

期　別　

　科　目

期　別　　

　　科　目

売 上 高

工 事 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税､住民税及び事業

税

当 期 純 利 益

Ⅰ　当期の業績

(1)   損益計算書
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（単位：千円）

構成比 構成比

% %

Ⅰ

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

6. 

7. 

8. 

9. 

10. 

11. 

12. 

42.9 45.3

Ⅱ

1. 

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

42.5 39.9

2.

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

2.8 2.7

3.

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

11.8 12.2

57.1 54.7

100.0 100.0

※     記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

金　　 額

446,789

0

2,571

37,477

13,686

179,286

3,251

2,076

0

0

141

0

5,997

△ 299

511,691

第 53 期

（ 令 和 6 年 4 月 30 日 現 在 ）

第 54 期

（ 令 和 7 年 4 月 30 日 現 在 ）

　（　資　産　の　部　）

51,067

30,238

390

1,877

32

754

507,084

33,293

207,824

706

87,683

7,222

2,231絵 画

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

借 地 権

特 許 権

140,570

680,949

1,192,640

流　動　資　産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

未 成 工 事 支 出 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

仮 払 金

立 替 金

当 座 資 産

未 収 入 金

そ の 他 の 流 動 資 産

10,885

4,430

18,315

12,430

136

42,352

954

22,130

480,753

0

0

45,994

17,599

2,128

4,826

0

0

141

0

1,892

△ 345

552,991

199,741

412

73,027

4,333

27,132

148,221

666,846

1,219,837

30,238

390

1,071

4

754

32,459

57,613

10,885

4,430

18,315

11,573

48

44,401

954

2,231

179,286

486,164

金　　 額

期　別　　

　　科　目

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

水 道 施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

保 険 積 立 金

差 入 保 証 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

(3) 貸借対照表
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（単位：千円） （単位：千円）

構成比 構成比

% %

Ⅰ
1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.3 9.5

Ⅱ   

1.

2.

3.

26.7 23.6

39.0 33.0

Ⅰ
1. 5.5 5.4

2.

2.8 2.7

0.0 0.0

2.8 2.7

3.

0.9 0.9

53.9 60.1

25.2 25.0

0.4 0.0

28.4 35.1

54.8 61.0

4. △ 2.2 △ 2.1 

61.0 67.0

61.0 67.0

100.0 100.0

（注１）

※「１株当たり純資産」は、自己株式取得に伴ない、発行済株式総数から自己株式数を控除して算出しております。

（ 令 和 6 年 4 月 30 日 現 在 ）

金　　 額

仮 受 金 0 5

前 受 金 0 1,496

0

4,580

35,820

0

45,932

第 54 期

（ 令 和 7 年 4 月 30 日 現 在 ）

第 53 期

0

金　　 額

33,010

0

39,655

33,000

10

33,010

10,661

643,196

300,000

13,786

6,761

146,537

5,000

77,500

96,497

144,940

318,937

465,474

66,000

0

4,612

33,457

0

34,927

0

33,000

10

30,299

10,141

480

115,421

60,500

63,040

164,025

287,565

402,986

66,000

427,881

743,542

△ 25,702

816,850

338,196

653,857

△ 25,702

727,166

発行済株式総数

1株当たり純資産

（ 令 和 6 年 4 月 30 日 現 在 ）

128,000 株

6,546 円32 銭

（ 令 和 7 年 4 月 30 日 現 在 ）

128,000 株

7,353 円70 銭

727,166

1,192,640

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

創立50周年記念事業積立金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

純 資 産 合 計

負 債 及 び 純 資 産 合 計

期　別　　

10,661

732,881

305,000

　　科　目

支 払 手 形

買 掛 金

1年以内返済予定の

長 期 借 入 金

未 成 工 事 受 入 金

未 払 金

未 払 費 用

期　別　　

　　科　目

　（　負　債　の　部　）

流　動　負　債

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 金

流 動 負 債 合 計

固　定　負　債

社 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

　（ 純 資 産 の 部 ）

株　主　資　本

資 本 金

資 本 剰 余 金

816,850

1,219,837

第 53 期 第 54 期

利 益 剰 余 金 合 計
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 (4) 株主資本等変動計算書

　　 当事業年度（自　令和6年5月1日　至　令和7年4月30日） （単位：千円）

その他 純資産

資本 資本 利益 別途 創立50周年 繰越 自己 株主資本 合　計

準備金 剰余金 準備金 積立金 記念事業 利益 株式 合 　 計

積立金 剰余金

66,000 33,000 10 10,661 300,000 5,000 338,196 △ 25,702 727,166 727,166

－ －

5,000 5,000 5,000

△ 8,886 △ 8,886 △ 8,886

△ 5,000 △ 5,000 △ 5,000

98,570 98,570 98,570

－ －

－ －

－ － － － 5,000 △ 5,000 89,684 － 89,684 89,684

66,000 33,000 10 10,661 305,000 0 427,880 △ 25,702 816,850 816,850

－ －

資本金

資本剰余金

事業年度中の変動額合計

事業 年度 中の 変 動額

別 途 積 立 金 の 積 立

剰 余 金 の 配 当

創 立 50 周 年 記 念事 業積 立金

当 期 純 利 益

株主資本

その他利益剰余金

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

令和 6年 4月 30日現在

令和 7年 4月 30日現在

利益剰余金

事業年度中の変動額(純額)

　　　　野外科学株式会社 4



（1） 未成工事支出金

期　別　　

項目

1.有価証券の評価基準及び評価方法

2.棚卸資産の評価基準及び評価方法

3.固定資産の減価償却の方法

4.繰延資産の処理方法

　　　時価のあるもの

        移動平均法による原価法

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

（1）子会社株式

　　　同左

（2）その他有価証券

　　　同左

第 53 期

自　 令和 5　年　5　月　 1　日

至　 令和 6　年　4　月　30　日

第 54 期

自　 令和 6　年　5　月　 1　日

至　 令和 7　年　4　月　30　日

（1） 子会社株式

　　　移動平均法による原価法

（2）その他有価証券

　　　個別法による原価法

（2）貯蔵品

　　　最終仕入原価法

5.引当金の計上基準

（3）材料

　　　最終仕入原価法

（1）未成工事支出金

　　　同左

（2）貯蔵品

　　　同左

（3）材料

　　　同左

（1）有形固定資産

　　　同左

（2）無形固定資産

　　　同左

（1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

（1） 有形固定資産

　　　機械装置

　　　　定額法

　　　その他の有形固定資産

定率法（ただし、平成10年4月1
日以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）については定額
法）

（2）無形固定資産

　　　ソフトウェア

自社利用のソフトウェアについ
ては社内における利用可能期間
（5年）に基づく定額法を採用し
ております。

（5）重要な会計方針

（1）貸倒引当金

同左

（2）賞与引当金

同左

（3）退職給付引当金

同左

（2）賞与引当金

　　　計上しておりません。

（3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、
当期末における自己都合要支給額
（退職給付債務）を計上しており
ます。

　社債発行費

支出時に全額費用処理しておりま
す。

　

　社債発行費

　　　同左
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません

6.リース取引の処理方法

以上の結果、全体の売上高は877,775千円（前期比3.3%減）となり、税引後当期純利益は98,570千円（前期当期純利益95,348
千円）となりました。

リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース
取引については通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。

（1）消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式に
よっております。

（2）税効果会計は採用していません。

　　　同左

（1）消費税等の処理方法

同左

（2）税効果会計は採用していません。

7.その他の計算書類作成のための基本
となる重要な事項

Ⅱ　第 54 期 （令和6年5月1日から令和7年4月30日）の業績の概況

当会計年度におきましては、技術コンサルタント部門では、土壌汚染を含む地質調査業務で受注が減少しましたが、再エネ関
連を含む自然・生活環境系調査の受注が増加し、この部門の売上高は490,457千円（前期比2.7%増）となり、昨年実績を上回
りました。

環境モニタリング部門では、ラピダス関連分析を含む環境計量証明業務で受注が増加しましたが、アスベストや塗膜調査等そ
の他試験分析業務で受注が減少、この部門の売上高は387,318千円（前期比9.9%減）となり、昨年実績を下回りました。
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